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新門司沖土砂処分場（３工区）では，浚渫土砂の受入容量拡大方策の一つとして，鉛直排水材を堆

積土砂内に打設し，圧密沈を促進させる地盤改良工事を実施している．その改良効果の把握のために

地盤改良部上部に沈下板を設置し地盤の沈下挙動を把握している．また，ドレーン材とドレーン材の

間の地盤に間隙水圧計を設置し，ドレーン打設後の間隙水圧の経時変化を把握している． 

本稿ではドレーン部と地盤内の間隙水圧の経時変化および堆積土砂沈下挙動をもとに，排水系の有

効性を考察した結果を報告する. 

ｷｰﾜｰﾄﾞ : 圧密沈下解析，埋立層の地盤改良，土砂処分場の容量拡大，排水系の有効性     

 

1. はじめに 

周防灘の西側に位置する新門司沖土砂処分場３工区（以

下，３工区）は，関門航路等の周辺の航路整備事業で発生

する浚渫土砂を 2002年から本格的に受け入れてきた．現

在，新規処分場の整備が進められており，それが稼働する

までの間，航路整備事業で発生する浚渫土砂を受け入れる

予定である．  

３工区では，ドレーン打設で受入容量拡大を図り，地盤

改良部上部に沈下板を，ドレーン打設部とドレーン間の地

盤に間隙水圧計を設置し，モニタリングを実施してきた． 

本稿では，モニタリングによって得られた間隙水圧の経

時変化および堆積土砂の沈下挙動を基に排水系の有効性

について考察した． 

2. ３工区の概要 

図-1に３工区と浚渫事業の対象である関門航路及び新

門司航路の位置関係を示す． 

新門司沖土砂処分場は３エリアに分かれ，すでに２つ

のエリアは浚渫土砂の受入が完了して，その跡地に北九

州空港が整備されている． 

対象の３工区は，南北約1500m, 東西約480 m

の護岸に囲まれた士砂処分場である．護岸高さ，

計画受入高さは，それぞれ DL+8.0m，DL+7.5 m

で，在来の海底地盤高さは，DL-7.0m 程度であ

った．空港造成に用いるために，処分場内の海

底地盤を浚渫し，南北２か所に深さ 15m程度の

深堀部がある． 2002 年から本格的に浚渫土砂

を受け入れはじめ，2004年までは直捨てで深堀

部を中心に投入され，それ以降は，ドラグサク

ション船で浚渫された土砂は北側から排砂管で，

グラブ浚渫された土砂は西側からリクレーマ船で揚土さ

れた． 

３工区の受入容量を拡大する事業として，浚渫粘土を

原料に作製した機械脱水処理土を用いて嵩上げ堤体を構

築する工事が 2010年から始まり，高さ４mの嵩上げ堤体

は，2014年までに概成した．さらに，受入容量を拡大す

るために，堆積している浚渫土層に鉛直ドレーンを打設

して圧密促進を図る地盤改良工事が，2013年から３年間

行われた．その打設範囲は図-2に示すとおりである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 ３工区の概要と地盤改良範囲 

図-1 対象とする処分場と整備する航路の位置関係 
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3. 圧密促進のための地盤改良 1)の概要 

浚渫土砂の受入途中で地盤改良工事を行い，投入済み

浚渫土を圧密促進させる工事は，３工区内の泥面高さが

DL+6.4 m程度の 2013 年から始まった．図-3は，実施し

た地盤改良工事の排水系を模式的に示したものである．

1.6mピッチで打設した鉛直ドレーンと水平ドレーンを繋

ぎ，さらに直径0.3mの暗渠を最大108 mの間隔で東西方

向に配置し，その中間で南北方向の暗渠と接合させた．

東西方向の３系統暗渠分の面積に 1 か所の釜場排水工を

南北方向の暗渠が接合する部分に配置する形で構成して

いる．    

排水系を設置した後，新たな浚渫土砂が投入されると，

図-4のように新規浚渫士砂が排水系上部に堆積し，それ

が載荷圧になって圧密が進行していくことになる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 実施した排水系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ドレーン打設後の排水系 

4. 間隙水圧の計測結果 2) 

 地盤改良後の地盤沈下挙動ならびに地盤性状を計測す

るために，沈下板と間隙水圧計を設置した．沈下板は暗

渠からの距離4.8m，32.0m，52.8mにそれぞれ３カ所に設

置し，合計９ヵ所設置した．水平ドレーン内の間隙水圧

計も同様に設置した．鉛直ドレーンおよび地盤内の間隙

水圧計はそれぞれ４ヵ所設置し，その深度は DL-5m，

DL-10m，DL-15m の３深度であった．その設置位置を図

-5(a)平面図および(b)断面図に示す． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 断面図 

図-5 モニタリングエリアにおける計測機器設置位置 

 

4.1 堆積厚の経時変化 

 図-6にモニタリングエリアに設置した沈下板と泥面表

面の地盤高さの経時変化を示す．３工区内の平均地盤高

さの上昇に伴い，沈下板の沈下量が増大しており，堆積

厚が増大していることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 沈下板と地盤高さの経時変化 
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4.2 鉛直ドレーンの間隙水圧の経時変化 

鉛直ドレーンおよび地盤の間隙水圧を，設置時（2013

年9月）～78ヶ月後（2020年3月）まで継続的に計測を

行ってきた．  

図-7では，DL-15mに設置した間隙水圧の経時変化を示

す．設置時に鉛直ドレーン内と地盤内の水圧に差がみら

れたが，時間の経過とともにその差がなくなっているこ

とが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8に鉛直ドレーン内および地盤内の間隙水圧分布の

設置時（a図）と78カ月後（b図）を示す．設置時に赤

線で示す曲線は，地盤モデルを設定した際に埋立予測解

析から求めた地盤内の過剰間隙水圧の分布 2)であり，実測

値（地盤内間隙水圧：図中△）と概ね対応している．78

ヶ月経過後では，地盤内の過剰間隙水圧の実測値はドレ

ーン内の実測値に近づいている．また，水圧計の設置深

度により水圧が異なることから鉛直ドレーンに目詰まり

は発生しておらず，ドレーンの機能が働いていると考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 水平ドレーンの間隙水圧の経時変化 

図-9に水平ドレーンに設置した間隙水圧計の経時変化

を示す．2020年に計測された水圧は，2019年に比べ大き

な変化は見られなかった．暗渠から離れた位置の№4,5,6

の水圧は高く，暗渠から近い箇所の№11,12,13は水圧が

低い傾向にあった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10に水平ドレーン設置時～81カ月後(2020年6月)

まで計測した間隙水圧と水圧計の水深の関係を示す．水

平ドレーン内の水圧は時間経過とともに，静水圧との差

異が大きくなる傾向にある．その要因としてはドレーン

材の目詰まり等による排水機能の低下や静水圧を推定す

る沈下予測の誤差が考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このため，水位計の沈下量によって静水圧が異なるこ

とから，計測した水圧からその水深における静水圧を差

し引いた値と暗渠からの距離の関係を図-11に示す．暗渠

からの距離に応じて水圧が高くなっているのは，暗渠に

向かって排水されており，排水機能が維持していると考

えられる． 
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5. 沈下挙動の考察 

図-12に，2013 年に施工した南掘削部の沈下板の高さ

(図中〇)と堆積した浚渫土砂厚の実測値（図中△）の経

時変化を示す．堆積厚は投入された浚渫土砂表面の深浅

測量を行い，沈下板の高さとの差で算出した．DL+6.4m

に設置した沈下板は，現在(2020.9), DL-0～+2mまで沈下

し，堆積した浚渫土砂厚は7m程度となった．  

図-13(a)は，図-12に示したドレーン打設時からの堆積

した実際の浚渫土砂厚と圧密促進を加味した埋立解析の

結果の比較を示す. 排水系の有効期間を 16年とした解析

結果を緑の実線で示しており８年のそれと重なっていた．

解析値と実測値を比較するとやや解析値の方が厚めとな

っていた．ここで，解析値の有効期間４,８,16年は，そ

れぞれ，排水系の機能が４,８,16年でなくなり，完全に

詰まった解析としている．  

図-13(b)は，図-12に示した鉛直ドレーン打設時からの

沈下板の沈下挙動と修正予測した当エリアの解析値を示

したものである．解析値では，有効期間を過ぎると，沈

下量が少なくなり，折れ曲がった状態になる．解析結果

と実際の結果を比較すると，折れ曲がった後の挙動が異

なっており，まだ沈下が進んでいる． 
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図-12 南ポンプ部の沈下板による地盤高さと堆積粘土厚さの経時変化 

図-13(a) 南ポンプ部の堆積浚渫土砂厚さの経時変化 

図-13(b) 南ポンプ部の沈下板の挙動と埋立解析結果の比較 
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図-14は，図-13(b)に示した排水系の有効期間を４年，

８年，16年の解析結果の変位速度（＝沈下量の差／計測

時間間隔）と，実測値での変位速度（＝計測沈下量の差

／計測時間間隔）の経時変化を示す．打設直後から 2000

日を過ぎた現時点まで，解析結果の変位速度の経時変化

と実測値のそれは1000日前後で実測値の変位速度が解析

値よりもやや低い部分もあるが，全域でよい対応がある

ことが確認できる． 

有効期間を変化させた解析結果を比較すると，有効期

間を４年(1460日）とした場合には，変位速度は実測値の

それの１オーダー程度低くなり，実際の挙動と乖離して

いると判断してもよいと思われる．有効期間を８年，16 年

とした両解析結果は，現時点が鉛直ドレーンを打設して

から７年程度経過した状況であり，これらと実際を比較

すると，ほぼ解析値に実測値が重なった．このことはま

だ排水系の機能が保たれていると判断できる． 

 

 

 

 

 

6. まとめ 

本稿では，３工区において７年前に打設した鉛直ドレ

ーンを含む排水系の有効性を評価するために，沈下板に

よる堆積土砂の沈下挙動，水圧の測定によるドレーン内

と地盤内の過剰間隙水圧の経時変化ならびに解析結果の

変位速度（沈下量の差／計測時間差）の経時変化を検討

してきた． 
その結果，沈下挙動は鉛直ドレーン打設時から７年経

過した現在でも沈下速度の大きな低下は見られず，排水

系の有効性がまだ期待できる状況にあることが確認でき

た． 
今後も継続して計測し，評価・検討することにより，

排水系の有効性について更なる検証を行うことは有効で

あると考える． 
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